
1 

◎新潟県訓令第13号 

本     庁 

地 域 機 関 

新潟県事務決裁規程（昭和35年３月新潟県訓令第８号）の一部を次のように改正し、令和６年４月１日から実

施する。ただし、別表第４環境局環境対策課の部の改正（課長専決事項の欄中第45号の２及び第52号の２から第

52号の６までを加える改正を除く｡)は令和６年７月１日から、同表福祉保健部感染症・薬務課の部の改正（課長

専決事項の欄中第２号の改正を除く。）は大麻取締法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部を改正する法律（令和５

年法律第84号）の施行の日から実施する。 

令和６年３月29日 

新潟県知事  花 角  英 世 

次の表の改正前の欄中別表の号の表示に下線が引かれた別表の号（以下「移動別表号」という｡)に対応する次

の表の改正後の欄中別表の号の表示に下線が引かれた別表の号（以下「移動後別表号」という｡)が存在する場合

には当該移動別表号を当該移動後別表号とし、移動別表号に対応する移動後別表号が存在しない場合には当該移

動別表号（以下「削除別表号」という｡)を削り、移動後別表号に対応する移動別表号が存在しない場合には当該

移動後別表号（以下「追加別表号」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（別表の号の表示及び削除別表号を除く。以下「改正部分」という｡)

に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（別表の号の表示及び追加別表号を除く。以下「改正後部

分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在

しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加

える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)に対応する次の表の改正後の欄の表

中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」という｡)が存在する場合には当該改正表を当該改正後表に改め、改正

表に対応する改正後表が存在しない場合には当該改正表を削り、改正後表に対応する改正表が存在しない場合に

は当該改正後表を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（危機管理監の専決事項） 

第４条の２ 次に掲げる事項は、危機管理監が専決

するものとする。 

(1)・(2) （略） 

(3) 危機管理監の休暇、地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第110号）第19条第

１項の部分休業（以下「部分休業」という｡)、

修学部分休業、高齢者部分休業、職員の勤務時

間及び休暇等に関する規則（平成７年人事委員

会規則第８－55号）第24条第１項に規定する事

由による休業及び職務専念義務の免除（結核性

疾病に係るもののうち１日を単位とするもの及

び知事が指定する団体等の地位との兼職に係る

ものを除く。以下この号、次条及び第４条の５

において「休暇等」という｡)並びに副危機管理

監の５日以上の休暇等（同規則第15条第１項第

13号に掲げる場合における休暇（以下「夏季休

暇」という｡)を除き、研修及び兼職の場合にあ

つては、４日以内のものを含む｡)の承認等をす

ること（研修及び兼職の場合にあつては、総務

部長及び人事課長に合議すること｡)。 

(4)～(6) （略） 

 

（原子力安全調整監の専決事項） 

第４条の11 次に掲げる事項は、原子力安全調整監

が専決するものとする。 

（危機管理監の専決事項） 

第４条の２ 次に掲げる事項は、危機管理監が専決

するものとする。 

(1)・(2) （略） 

(3) 危機管理監の休暇、地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第110号）第19条第

１項の部分休業（以下「部分休業」という｡)、

修学部分休業、高齢者部分休業及び職務専念義

務の免除（結核性疾病に係るもののうち１日を

単位とするもの及び知事が指定する団体等の地

位との兼職に係るものを除く。以下この号、次

条及び第４条の５において「休暇等」という｡)

並びに副危機管理監の５日以上の休暇等（職員

の勤務時間及び休暇等に関する規則（平成７年

人事委員会規則第８－55号）第15条第１項第13

号に掲げる場合における休暇（以下「夏季休暇」

という｡)を除き、研修及び兼職の場合にあつて

は、４日以内のものを含む｡)の承認等をするこ

と（研修及び兼職の場合にあつては、総務部長

及び人事課長に合議すること｡)。 

 

(4)～(6) （略） 

 

（原子力安全広報監の専決事項） 

第４条の11 次に掲げる事項は、原子力安全広報監

が専決するものとする。 
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(1) 原子力安全調整監の旅行（５日以上の旅行を

除く。次号において同じ｡)の命令をすること。 

(2) 原子力安全調整監の旅行の復命を受けること。 

(3) 原子力安全調整監の休暇等の承認等をするこ

と。 

(4) 一般職員勤務時間条例第６条の規定による原

子力安全調整監の週休日の振替又は半日勤務時

間の割振り変更を行うこと。 

(5) 一般職員勤務時間条例第11条第１項の規定に

よる原子力安全調整監の代休日の指定を行うこ

と。 

(6) 原子力安全調整監の当直勤務の命令をするこ

と。 

 

（部参事の専決事項） 

第５条の８ 次に掲げる事項は、部に置かれる参事

（課長を兼ねる職員を除く。以下「部参事」とい

う｡)が専決するものとする。 

(1) 部参事の旅行（５日以上の旅行を除く。次号

において同じ｡)の命令をすること。 

(2) 部参事の旅行の復命を受けること。 

(3) 部参事の休暇等の承認等をすること。 

(4) 一般職員勤務時間条例第６条の規定による部

参事の週休日の振替又は半日勤務時間の割振り

変更を行うこと。 

(5) 一般職員勤務時間条例第11条第１項の規定に

よる部参事の代休日の指定を行うこと。 

(6) 部参事の当直勤務の命令をすること。 

 

別表第２（第４条関係） 

部長共通専決事項 

 (1)～(10) （略） 

(11) 部長及び部長相当職の職員（課長を兼ねる

職員を除く。次号から第16号までにおいて同じ｡)

の旅行並びに参与、都市局長、副部長、デジタ

ル改革監、原子力安全調整監、新産業企画監、

次長、主管課に置かれる課長、政策統括監、男

女平等・共同参画統括監、政策監及び部参事の

５日以上の旅行の命令をすること。 

(12) 部長及び部長相当職の職員の旅行並びに参

与、都市局長、副部長、デジタル改革監、原子

力安全調整監、新産業企画監、次長、主管課に

置かれる課長、政策統括監、男女平等・共同参

画統括監、政策監及び部参事の５日以上の旅行

の復命を受けること。 

 (13) 部長及び部長相当職の職員の休暇、部分休

業、修学部分休業、高齢者部分休業、職員の勤

務時間及び休暇等に関する規則第24条第１項に

規定する事由による休業及び職務専念義務の免

除（結核性疾病に係るもののうち１日を単位と

するもの及び知事が指定する団体等の地位との

(1) 原子力安全広報監の旅行（５日以上の旅行を

除く。次号において同じ｡)の命令をすること。 

(2) 原子力安全広報監の旅行の復命を受けること。 

(3) 原子力安全広報監の休暇等の承認等をするこ

と。 

(4) 一般職員勤務時間条例第６条の規定による原

子力安全広報監の週休日の振替又は半日勤務時

間の割振り変更を行うこと。 

(5) 一般職員勤務時間条例第11条第１項の規定に

よる原子力安全広報監の代休日の指定を行うこ

と。 

(6) 原子力安全広報監の当直勤務の命令をするこ

と。 

 

（総務部参事の専決事項） 

第５条の８ 次に掲げる事項は、総務部に置かれる

参事（課長を兼ねる職員を除く。以下「総務部参

事」という｡)が専決するものとする。 

(1) 総務部参事の旅行（５日以上の旅行を除く。

次号において同じ｡)の命令をすること。 

(2) 総務部参事の旅行の復命を受けること。 

(3) 総務部参事の休暇等の承認等をすること。 

(4) 一般職員勤務時間条例第６条の規定による総

務部参事の週休日の振替又は半日勤務時間の割

振り変更を行うこと。 

(5) 一般職員勤務時間条例第11条第１項の規定に

よる総務部参事の代休日の指定を行うこと。 

(6) 総務部参事の当直勤務の命令をすること。 

 

別表第２（第４条関係） 

部長共通専決事項 

 (1)～(10) （略） 

(11) 部長及び部長相当職の職員（課長を兼ねる

職員を除く。次号から第16号までにおいて同じ｡)

の旅行並びに参与、都市局長、副部長、デジタ

ル改革監、原子力安全広報監、新産業企画監、

次長、主管課に置かれる課長、政策統括監、男

女平等・共同参画統括監、政策監及び総務部参

事の５日以上の旅行の命令をすること。 

(12) 部長及び部長相当職の職員の旅行並びに参

与、都市局長、副部長、デジタル改革監、原子

力安全広報監、新産業企画監、次長、主管課に

置かれる課長、政策統括監、男女平等・共同参

画統括監、政策監及び総務部参事の５日以上の

旅行の復命を受けること。 

 (13) 部長及び部長相当職の職員の休暇、部分休

業、修学部分休業、高齢者部分休業及び職務専

念義務の免除（結核性疾病に係るもののうち１

日を単位とするもの及び知事が指定する団体等

の地位との兼職に係るものを除く。以下「休暇

等」という｡)並びに参与、都市局長、副部長、
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兼職に係るものを除く。以下「休暇等」という｡)

並びに参与、都市局長、副部長、デジタル改革

監、原子力安全調整監、新産業企画監、次長、

主管課に置かれる課長、政策統括監、男女平等

・共同参画統括監、政策監及び部参事の５日以

上の休暇等（夏季休暇を除き、研修及び兼職の

場合にあつては、４日以内のものを含む｡)の承

認等をすること（研修及び兼職の場合にあつて

は、総務部長及び人事課長に合議すること｡)。 

(14)～(21) （略） 

 

別表第４（第６条関係） 

（略） 

環境局 

（略） 

環境対策課 

局長専決事項 課長専決事項 

（略） (1)～(45) （略） 

(45)の２ 自然公園法

第16条の７第３項に

おいて準用する同法

第16条の５第１項の

規定により、利用拠

点整備改善計画の認

定を取り消すこと。 

(46)～(52) （略） 

(52)の２ 自然公園法

第38条第２項の規定

により、生態系維持

回復事業計画を定め

ること。 

(52)の３ 自然公園法

第39条第２項の規定

により、国立公園に

おける生態系維持回

復事業を行うこと。 

(52)の４ 自然公園法

第41条第１項の規定

により、国定公園に

おける生態系維持回

復事業を行うこと。 

(52)の５ 自然公園法

第41条第４項におい

て準用する同法第40

条の規定により、生

態系維持回復事業の

認定を取り消すこ

と。 

(52)の６ 自然公園法

第42条の６第１項の

デジタル改革監、原子力安全広報監、新産業企

画監、次長、主管課に置かれる課長、政策統括

監、男女平等・共同参画統括監、政策監及び総

務部参事の５日以上の休暇等（夏季休暇を除き、

研修及び兼職の場合にあつては、４日以内のも

のを含む｡)の承認等をすること（研修及び兼職

の場合にあつては、総務部長及び人事課長に合

議すること｡)。 

 

(14)～(21) （略） 

 

別表第４（第６条関係） 

（略） 

環境局 

（略） 

環境対策課 

局長専決事項 課長専決事項 

（略） (1)～(45) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

(46)～(52) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

規定により、自然体

験活動促進計画の認

定を取り消すこと。 

(53)～(56) （略） 

(57) 新潟県立自然公

園条例第７条の３第

１項の規定により、

公園事業を決定する

こと。 

 

 

 

(57)の２ 新潟県立自

然公園条例第８条の

２の規定により、必

要な措置を執るべき

旨を命ずること。 

(57)の３ 新潟県立自

然公園条例第８条の

５第３項の規定によ

り、公園事業の執行

の認可を取り消すこ

と。 

(57)の４ 新潟県立自

然公園条例第８条の

６第１項の規定によ

り、原状回復を命じ、

又は必要な措置を執

るべき旨を命ずるこ

と。 

(57)の５ 新潟県立自

然公園条例第８条の

６第２項の規定によ

り、原状回復等を行

い、又は命じた者若

しくは委任した者に

行わせること。 

(57)の６ 新潟県立自

然公園条例第８条の

10第１項の規定によ

り、利用拠点整備改

善計画の認定を取り

消すこと。 

(58)～(61) （略） 

(61)の２ 新潟県立自

然公園条例第17条第

１項の規定により、

集団施設地区を指定

すること。 

(62) 新潟県立自然公

園条例第18条の２第

 

 

 

(53)～(56) （略） 

(57) 新潟県立自然公

園条例第６条第２項

の規定により、公園

事業を決定し、及び

同条例第７条第２項

の規定により、公園

事業の廃止又は変更

の決定をすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(58)～(61) （略） 
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１項の規定により、

生態系維持回復事業

計画を定めること。 

(63) 新潟県立自然公

園条例第18条の３第

１項の規定により、

生態系維持回復事業

を行うこと。 

(64) 新潟県立自然公

園条例第18条の４の

規定により、生態系

維持回復事業の認定

を取り消すこと。 

(65) 新潟県立自然公

園条例第18条の９第

１項の規定により、

自然体験活動促進計

画の認定を取り消す

こと。 

(66) 新潟県立自然公

園条例第18条の11の

規定により、風景地

保護協定の締結等を

すること。 

(67) 新潟県立自然公

園条例第18条の20の

規定により、必要な

措置を執るべき旨を

命ずること。 

(68) 新潟県立自然公

園条例第18条の21第

１項の規定により、

公園管理団体の指定

を取り消すこと。 

 

 

 

 

 

(69) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(62) 新潟県立自然公

園条例第18条の２の

規定により、風景地

保護協定の締結等を

すること。 

(63) 新潟県立自然公

園条例第18条の11の

規定により、必要な

措置を執るべき旨を

命ずること。 

(64) 新潟県立自然公

園条例第18条の12第

１項の規定により、

公園管理団体の指定

を取り消すこと。 

(65) 新潟県立自然公

園条例第17条第１項

の規定により、集団

施設地区を指定する

こと。 

(66) （略） 

(67) 新潟県立自然公

園条例施行規則（昭

和44年新潟県規則第

４号）第12条の規定

により、公園事業に

係る施設等の改善を

命ずること。 

(68) 新潟県立自然公

園条例施行規則第13

条第２項の規定によ

り、公園事業の執行
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(70)～(77) （略） 

(77)の２ 新潟県自然

環境保全条例第20条

の２第１項の規定に

より、生態系維持回

復事業計画を定める

こと。 

(77)の３ 新潟県自然

環境保全条例第20条

の３第１項の規定に

より、生態系維持回

復事業を行うこと。 

(77)の４ 新潟県自然

環境保全条例第20条

の４の規定により、

生態系維持回復事業

の認定を取り消すこ

と。 

(78)～(109) （略） 

（略） 

（略） 

福祉保健部 

（略） 

国保・福祉指導課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） (1)～(17) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の承認を取り消すこ

と。 

(69) 新潟県立自然公

園条例施行規則第14

条の規定により、原

状回復を命じ、又は

必要な措置をとるべ

き旨を命ずること。 

(70)～(77) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(78)～(109) （略） 

（略） 

（略） 

福祉保健部 

（略） 

国保・福祉指導課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） (1)～(17) （略） 

(17)の２ 健康保険法

等の一部を改正する

法律（平成18年法律

第83号）附則第130

条の２第１項の規定

によりなおその効力

を有することとされ

る同法第26条の規定

による改正前の介護

保険法（以下「旧介

護保険法」という｡)

第113条の２第１項

の規定により、指定

介護療養型医療施設

の開設者に対し、勧

告すること。 
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(17)の２ （略） 

(18)～(27) （略） 

（略） 

感染症対策・薬務課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） (1) （略） 

(2) 感染症の予防及び

感染症の患者に対す

る医療に関する法律

第38条第２項の規定

により、第一種感染

症指定医療機関、第

二種感染症指定医療

機関、第一種協定指

定医療機関、第二種

協定指定医療機関及

び結核指定医療機関

を指定し、又は同条

第11項の規定によ

り、その指定を取り

消すこと。 

(3)～(32) （略） 

(33) 新潟県大麻草の

栽培の規制に関する

法律施行条例（平成

12年新潟県条例第20

号）第４条の規定に

より、必要な措置を

講ずべきことを命ず

ること。 

 

(34) 新潟県大麻草の

栽培の規制に関する

法律施行条例第５条

の規定により、栽培

地の構造設備の改善

を命じ、又は当該栽

培地の使用を禁止す

ること。 

（略） 

高齢福祉保健課 

部長専決事項 課長専決事項 

 (1)～(11) （略） 

(17)の３ 旧介護保険

法第113条の２第３

項の規定により、指

定介護療養型医療施

設の開設者に対し、

措置をとるべきこと

を命ずること。 

(17)の４ （略） 

(18)～(27) （略） 

（略） 

感染症対策・薬務課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） (1) （略） 

(2) 感染症の予防及び

感染症の患者に対す

る医療に関する法律

第38条第２項の規定

により、第一種感染

症指定医療機関、第

二種感染症指定医療

機関及び結核指定医

療機関を指定し、又

は同条第９項の規定

により、その指定を

取り消すこと。 

 

 

 

(3)～(32) （略） 

(33) 新潟県大麻取締

法施行条例（平成12

年新潟県条例第20

号）第７条の規定に

より、大麻の保管又

は廃棄の方法の変更

その他必要な措置を

講ずべきことを命ず

ること。 

(34) 新潟県大麻取締

法施行条例第８条の

規定により、栽培地

等の構造設備の改善

を命じ、又は当該栽

培地等の使用を禁止

すること。 

 

（略） 

高齢福祉保健課 

部長専決事項 課長専決事項 

 (1)～(11) （略） 
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(12)～(20) （略） 

（略） 

障害福祉課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)・(2) （略） 

(3) 精神保健及び精神

障害者福祉に関する

法律第38条の７第２

項の規定により、入

院中の者を退院させ

ることを命ずること。 

(1)～(5)の２ （略） 

(5)の３ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第21条第

４項及び第33条第３

項の規定による精神

科病院の認定をする

こと。 

(5)の４ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第33条の

６第１項の規定によ

る精神科病院の指定

をすること。 

(5)の５ （略） 

(5)の６ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第38条の

７第１項の規定によ

り、改善計画の提出

を求め、若しくは提

出された改善計画の

変更を命じ、又は必

要な措置を採ること

を命ずること。 

(5)の７ （略） 

(5)の８ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第40条の

６第１項の規定によ

り、改善計画の提出

を求め、若しくは提

出された改善計画の

変更を命じ、又は必

要な措置を採ること

を命ずること。 

(5)の９ 精神保健及

び精神障害者福祉に

(11)の２ 旧介護保険

法第114条第１項の

規定により、指定介

護療養型医療施設の

指定を取り消し、又

は指定の全部若しく

は一部の効力を停止

すること。 

(12)～(20) （略） 

（略） 

障害福祉課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)・(2) （略） (1)～(5)の２ （略） 

(5)の３ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第21条第

４項及び第33条第４

項の規定による精神

科病院の指定をする

こと。 

(5)の４ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第33条の

７第１項の規定によ

る精神科病院の指定

をすること。 

(5)の５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)の６ （略） 
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関する法律第40条の

７の規定により、障

害者虐待の状況等を

公表すること。 

(6)～(32) （略） 

 

こども家庭課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） （略） 

（略） 

農林水産部 

（略） 

地域農政推進課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 

 

(5) 農地法（昭和27年

法律第229号）第38

条第１項の規定によ

り、農林水産省令で

定める事項を公告

し、及びその申請に

係る農地の所有者等

にこれを通知するこ

と。 

(6) 農地法第39条（同

法第41条第２項にお

いて準用する場合を

含む｡)の規定によ

り、農業委員会ネッ

トワーク機構の意見

を聴き、農地中間管

理権又は利用権を設

定すべき旨の裁定を

すること。 

(7) 農地法第40条第１

項の規定により、裁

定をした旨を農地中

間管理機構及び当該

裁定の申請に係る農

地の所有者等に通知

し、及びこれを公告

すること。 

 

 

（略） 

 

 

 

 

(6)～(32) （略） 

 

子ども家庭課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） （略） 

（略） 

農林水産部 

（略） 

地域農政推進課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)～(4) （略） 

(5) 農地法（昭和27年

法律第229号）第36

条第３項の規定によ

り、所有権の移転等

に係る調停案を作成

すること。 

(6) 農地法第38条第１

項の規定により、農

林水産省令で定める

事項を公告し、及び

その申請に係る遊休

農地の所有者等にこ

れを通知すること。 

 

 

(7) 農地法第39条（同

法第43条第２項にお

いて準用する場合を

含む｡)の規定によ

り、農業委員会ネッ

トワーク機構の意見

を聴き、特定利用権

を設定すべき旨の裁

定をすること。 

 

(8) 農地法第40条第１

項の規定により、裁

定をした旨を当該裁

定の申請をした者及

び当該申請に係る遊

休農地の所有者等に

通知し、及びこれを

公告すること。 

(9) 農地法第41条の規

定による特定利用権

（略） 
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(8) 農地法第41条第３

項の規定により、裁

定をした旨を農地中

間管理機構（当該裁

定の申請に係る農地

の所有者等で知れて

いるものがあるとき

は、その者及び農地

中間管理機構）に通

知し、及びこれを公

告すること。 

(9) （略） 

(10) （略） 

（略） 

水産課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)～(5) （略） 

(5)の２ 漁業法第62

条第１項の規定によ

る海区漁場計画及び

同法第67条第１項の

規定による内水面漁

場計画を定めるこ

と。 

(6)～(16) （略） 

(1)～(12) （略） 

(13) 遊漁船業の適正

化に関する法律（昭

和63年法律第99号）

第20条の規定によ

り、必要な措置をと

るべきことを命ずる

こと。 

(14) 遊漁船業の適正

化に関する法律第21

条第１項の規定によ

り、登録を取り消し、

又は事業の停止を命

ずること。 

(15) 遊漁船業の適正

化に関する法律第22

条の規定により、利

用者の安全及び利益

に関する情報を公表

すること。 

(16) 遊漁船業の適正

化に関する法律第26

条の規定により、必

要な措置をとるべき

ことを命ずること。 

(17) 遊漁船業の適正

化に関する法律第27

条の規定により、指

定を取り消すこと。 

(18) 遊漁船業の適正

化に関する法律第29

条の規定により、報

に係る賃貸借の解除

の承認をすること。 

(10) 農地法第41条第

３項の規定により、

裁定をした旨を当該

裁定の申請をした者

に通知し、及びこれ

を公告すること。 

 

 

 

 

 

(11) （略） 

(12) （略） 

（略） 

水産課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)～(5) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

(6)～(16) （略） 

(1)～(12) （略） 

(13) 遊漁船業の適正

化に関する法律（昭

和63年法律第99号）

第18条の規定によ

り、必要な措置をと

るべきことを命ずる

こと。 

(14) 遊漁船業の適正

化に関する法律第19

条第１項の規定によ

り、登録を取り消し、

又は事業の停止を命

ずること。 

 

 

 

 

 

 

(15) 遊漁船業の適正

化に関する法律第22

条の規定により、必

要な措置をとるべき

ことを命ずること。 

(16) 遊漁船業の適正

化に関する法律第23

条の規定により、指

定を取り消すこと。 
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告をさせ、又は職員

に立入検査をさせる

こと。 

(19) （略） 

(20) （略） 

 

漁港課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1) 漁港及び漁場の整

備等に関する法律

（昭和25年法律第

137号）第６条第１

項、第３項又は第４

項の規定による漁港

の指定について意見

を述べること。 

(2) 漁港及び漁場の整

備等に関する法律第

６条第５項又は第６

項の規定による漁港

の指定の変更又は取

消しについて意見を

述べること。 

(3) 漁港及び漁場の整

備等に関する法律第

37条第１項の規定に

より、漁港施設の処

分について許可をす

ること。 

(4)～(6) （略） 

(1) 漁港及び漁場の整

備等に関する法律第

34条第３項の規定に

より、漁港管理規程

について助言又は勧

告をすること。 

(2) 漁港及び漁場の整

備等に関する法律第

39条の２第１項の規

定により、許可の取

消し、効力の停止若

しくは条件の変更又

は同項の規定による

措置を命ずること。 

(3) 漁港及び漁場の整

備等に関する法律第

39条の２第２項の規

定により、危害を防

止するために必要な

施設の設置その他の

措置を命ずること。 

(3)の２～(10) （略） 

（略） 

（略） 

土木部 

（略） 

建築住宅課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） (1)～(21)の２ （略） 

(21)の３ 建築物のエ

ネルギー消費性能の

向上等に関する法律

（平成27年法律第53

号）第８条の規定に

より、必要な指導及

び助言をすること

（地域振興局長に委

任 し た も の を 除

く｡)。 

(22)～(44) （略） 

（略） 

 

 

 

 

(17) （略） 

(18) （略） 

 

漁港課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1) 漁港漁場整備法

（昭和25年法律第

137号）第６条第１

項、第３項又は第４

項の規定による漁港

の指定について意見

を述べること。 

 

(2) 漁港漁場整備法第

６条第５項又は第６

項の規定による漁港

の指定の変更又は取

消しについて意見を

述べること。 

 

(3) 漁港漁場整備法第

37条第１項の規定に

より、漁港施設の処

分について許可をす

ること。 

 

(4)～(6) （略） 

(1) 漁港漁場整備法第

34条第３項の規定に

より、漁港管理規程

について助言又は勧

告をすること。 

 

(2) 漁港漁場整備法第

39条の２第１項の規

定により、許可の取

消し、効力の停止若

しくは条件の変更又

は同項の規定による

措置を命ずること。 

 

(3) 漁港漁場整備法第

39条の２第２項の規

定により、危害を防

止するために必要な

施設の設置その他の

措置を命ずること。 

 

(3)の２～(10) （略） 

（略） 

（略） 

土木部 

（略） 

建築住宅課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） (1)～(21)の２ （略） 

(21)の３ 建築物のエ

ネルギー消費性能の

向上に関する法律

（平成27年法律第53

号）第８条の規定に

より、必要な指導及

び助言をすること

（地域振興局長に委

任 し た も の を 除

く｡)。 

(22)～(44) （略） 

（略） 
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別表第５（第14条の２関係） 

（略） 

佐渡地域振興局農林水産振興部副部長

（水産振興担当）専決事項 

(1)～(5)の13 （略） 

(5)の14 新潟県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和

54年新潟県規則第59号）第14条の規定により、

借受人に対し報告を求め、又は職員をして調査

させること。 

(6)～(9) （略） 

(10) 遊漁船業の適正化に関する法律第９条の規

定により、閲覧に供すること。 

(11) 遊漁船業の適正化に関する法律第11条の規

定により、登録を抹消すること。 

(12)～(23) （略） 

（略） 

精神保健福祉センター所長専決事項 

(1) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

33条第９項の規定による届出を受理すること。 

 

(2) （略） 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

38条の２第１項の規定による報告を受理するこ

と。 

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

38条の３第１項又は第38条の５第１項の規定に

より、精神医療審査会に審査（同法第29条第１

項の規定による入院措置時の入院の必要性に関

する審査を除く｡)を求めること。 

(5)～(8) （略） 

（略） 

 

別表第６（第15条関係） 

(1) 地域振興局の副局長、部長、副部長、次長等

の共通専決事項 

専決権限を

有する者 
専 決 事 項 

副局長 (1) 副局長の旅行（５日以上の旅

行を除く。次号において同じ｡)

の命令をすること。 

(2) 副局長の旅行の復命を受ける

こと。 

(3) 副局長の休暇等（研修及び兼

職の場合を除く。以下この表に

おいて同じ｡)の承認等をするこ

と（５日以上に係るもの（夏季

休暇に係るものを除く｡)を除

く｡)。 

(4) 一般職員勤務時間条例第６条

の規定による副局長の週休日の

別表第５（第14条の２関係） 

（略） 

佐渡地域振興局農林水産振興部副部長

（水産振興担当）専決事項 

(1)～(5)の13 （略） 

(5)の14 新潟県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和

54年新潟県規則第59号）第11条の規定により、

借受人に対し報告を求め、又は職員をして調査

させること。 

(6)～(9) （略） 

(10) 遊漁船業の適正化に関する法律第８条の規

定により、閲覧に供すること。 

(11) 遊漁船業の適正化に関する法律第10条の規

定により、登録を抹消すること。 

(12)～(23) （略） 

（略） 

精神保健福祉センター所長専決事項 

(1) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

33条第７項の規定による入院の届出を受理する

こと。 

(2) （略） 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

38条の２第１項（同条第２項において準用する

場合を含む｡)の規定による報告を受理すること。 

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

38条の３第１項又は第38条の５第１項の規定に

より、精神医療審査会に審査を求めること。 

 

 

(5)～(8) （略） 

（略） 

 

別表第６（第15条関係） 

(1) 地域振興局の部長、副部長、次長等の共通専

決事項 

専決権限を

有する者 
専 決 事 項 
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振替又は半日勤務時間の割振り

変更を行うこと。 

(5) 一般職員勤務時間条例第11条

第１項の規定による副局長の代

休日の指定を行うこと。 

(6) 副局長の当直勤務の命令をす

ること。 

(7) その他局長の指定する事項 

部長 (1)～(9) （略） 

(10) 職員（副部長以上の者に限

る｡)の休暇等の承認等をするこ

と（５日以上に係るもの（夏季

休暇に係るものを除く｡)を除

く｡)。 

 

(11)～(22) （略） 

（略） 

(2) 地域機関（地域振興局を除く｡)の次長、課長

等の共通専決事項 

専決権限を

有する者 
専 決 事 項 

（略） 

農業総合研

究所の企画

情報部長、

基盤研究部

長及びアグ

リ・フーズ

バイオ研究

部長並びに

農業大学校

農学部長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（略） 

(3) 地域振興局の部長、副部長、課長等の個別専

決事項 

専決権限を

有する者 

専 決 事 項 

（略）  

魚沼及び十 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

部長 (1)～(9) （略） 

(10) 職員（副部長以上の者に限

る｡)の休暇等（研修及び兼職の

場合を除く。以下この表におい

て同じ｡)の承認等をすること（５

日以上に係るもの（夏季休暇に

係るものを除く｡)を除く｡)。 

(11)～(22) （略） 

（略） 

(2) 地域機関（地域振興局を除く｡)の次長、課長

等の共通専決事項 

専決権限を

有する者 
専 決 事 項 

（略） 

コロニーに

いがた白岩

の里の企画

相談室長、

児童部長、

成人部長、

高齢期更生

部長、重複

更生部長及

び社会復帰

部長、農業

総合研究所

の企画情報

部長、基盤

研究部長及

びアグリ・

フーズバイ

オ研究部長

並びに農業

大学校農学

部長 

（略） 

(3) 地域振興局の部長、副部長、課長等の個別専

決事項 

専決権限を

有する者 

専 決 事 項 

（略）  

魚沼地域振 （略） 
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日町の各地

域振興局地

域整備部長 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

佐渡地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

243号まで並びに第７項に規定す

る事項（地域整備部の副部長（総

務担当)､副部長（港湾空港担当)､

次長、用地・行政課長、維持管理

課長及び業務・空港用地課長の専

決事項を除き、同条第１項第302

号から第320号まで及び第534号の

２から第534号の６までに規定する

事項については森林及び林業並び

に農村振興に関する事項を除き、

同条第４項第134号及び第135号に

規定する事項については新潟県ア

スベストの排出及び飛散の防止等

に関する条例第６条に規定する建

築物の所有者等が講ずるアスベス

ト排出防止措置に係るものに限

る｡) 

（略） 

佐渡地域振

興局地域整

備部 

副 部 長

（港湾空

港担当） 

新潟県事務委任規則第３条の３

第５項及び第12項第17号から第37

号までに規定する事項（地域整備

部の次長及び業務・空港用地課長

の専決事項を除き、同条第５項第

１号から第４号まで、第11号及び

第12号に規定する事項については、

港湾法による港湾区域並びに臨港

地区及び港湾隣接地域の区域に限

る｡) 

興局地域整

備部長 

 

（略） 

十日町地域

振興局地域

整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号までに規定する

事項（地域整備部の副部長（総務

担当)､業務課長及び維持管理課長

の専決事項を除き、同項第302号か

ら第320号まで及び第534号の２か

ら第534号の６までに規定する事項

については森林及び林業並びに農

村振興に関する事項を除く｡) 

（略） 

佐渡地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

243号まで並びに第７項に規定す

る事項（地域整備部の副部長（総

務担当)､副部長（港湾空港担当)､

次長、用地・行政課長、維持管理

課長及び港湾空港業務課長の専決

事項を除き、同条第１項第302号か

ら第320号まで及び第534号の２か

ら第534号の６までに規定する事項

については森林及び林業並びに農

村振興に関する事項を除き、同条

第４項第134号及び第135号に規定

する事項については新潟県アスベ

ストの排出及び飛散の防止等に関

する条例第６条に規定する建築物

の所有者等が講ずるアスベスト排

出防止措置に係るものに限る｡) 

 

（略） 

佐渡地域振

興局地域整

備部 

副 部 長

（港湾空

港担当） 

新潟県事務委任規則第３条の３

第５項及び第12項第17号から第37

号までに規定する事項（地域整備

部の次長及び港湾空港業務課長の

専決事項を除き、同条第５項第１

号から第４号まで、第11号及び第

12号に規定する事項については、

港湾法による港湾区域並びに臨港

地区及び港湾隣接地域の区域に限

る｡) 
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（略） 

三条、魚沼、

十日町及び

佐渡の各地

域振興局地

域整備部 

用地・行

政課長 

（略） 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

佐渡地域振

興局地域整

備部 

業務・空

港用地課

長 

（略） 

（略） 

新潟地域振

興局新潟港

湾事務所 

業務課長

及び東港

分所業務

課長 

佐渡地域振興局地域整備部業務

・空港用地課長の専決事項 

（略） 

上越地域振

興局直江津

港湾事務所 

業務課長 

佐渡地域振興局地域整備部業務

・空港用地課長の専決事項 

(4) （略） 

 

別表第７（第15条関係） 

(1) （略） 

(2) 地域機関（地域振興局を除く｡)の次長、課長

等が長期にわたり不在等の場合において当該次

長、課長等の専決事項について専決する者 

専決権限を有する者 専決する者 
（略） 
地域機関の課長（自

治研修所総務課長、

消防学校の課長、は

まぐみ小児療育セン

ターの課長、テクノ

スクールの課長（新

潟テクノスクールの

課長を除く｡)、近代

（略） 

（略） 

三条、魚沼

及び佐渡の

各地域振興

局地域整備

部 

用地・行

政課長 

（略） 

（略） 

十日町地域

振興局地域

整備部 

業務課長 

新発田及び南魚沼の各地域振興

局地域整備部庶務課長の専決事項 

（略） 

佐渡地域振

興局地域整

備部 

港湾空港

業務課長 

 

（略） 

（略） 

新潟地域振

興局新潟港

湾事務所 

業務課長

及び東港

分所業務

課長 

佐渡地域振興局地域整備部港湾

空港業務課長の専決事項 

（略） 

上越地域振

興局直江津

港湾事務所 

業務課長 

佐渡地域振興局地域整備部港湾

空港業務課長の専決事項 

(4) （略） 

 

別表第７（第15条関係） 

(1) （略） 

(2) 地域機関（地域振興局を除く｡)の次長、課長

等が長期にわたり不在等の場合において当該次

長、課長等の専決事項について専決する者 

専決権限を有する者 専決する者 
（略） 
地域機関の課長（自

治研修所総務課長、

消防学校の課長、は

まぐみ小児療育セン

ターの課長、テクノ

スクールの課長（新

潟テクノスクールの

課長を除く｡)、近代

（略） 
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美術館業務課長、農

業総合研究所総務

課長、農業総合研究

所研究センターの課

長、農業大学校総務

課長、森林研究所の

課長、水産海洋研究

所の課長及び内水面

水産試験場の課長を

除き、東京事務所総

括所長代理、中央福

祉相談センター障害

者相談支援室長、保

健環境科学研究所

調査研究室長、工業

技術総合研究所の企

画管理室長及び研究

開発センター長、新

潟テクノスクールの

課長、農業総合研究

所の企画情報部長、

基盤研究部長及びア

グリ・フーズバイオ

研究部長並びに農業

大学校の農学部長及

び研修センター長を

含む｡) 
 
 
 
（略） 

 

別表第８（第16条関係） 

(1) 地域振興局の代決の順序 

区分 代決の順序 

（略） 

その他 (1) 局長の権限の代決 

局長が不在のときは、

副局長 

(2) 副局長の権限の代決 

副局長が不在のとき

は、その事務を担当する

参事 

(3) （略） 

(2) 地域機関（地域振興局を除く｡)の代決の順序 

区分 代決の順序 

（略） 

放射線監視センタ

ー 

保健所（新発田保

（略） 

美術館業務課長、農

業総合研究所総務

課長、農業総合研究

所研究センターの課

長、農業大学校総務

課長、森林研究所の

課長、水産海洋研究

所の課長及び内水面

水産試験場の課長を

除き、東京事務所総

括所長代理、保健環

境科学研究所調査

研究室長、コロニー

にいがた白岩の里の

企画相談室長、児童

部長、成人部長、高

齢期更生部長、重複

更生部長及び社会復

帰部長、工業技術総

合研究所の企画管理

室長及び研究開発セ

ンター長、新潟テク

ノスクールの課長、

農業総合研究所の企

画情報部長、基盤研

究部長及びアグリ・

フーズバイオ研究部

長並びに農業大学校

の農学部長及び研修

センター長を含む｡) 
（略） 

 

別表第８（第16条関係） 

(1) 地域振興局の代決の順序 

区分 代決の順序 

（略） 

その他  

 

 

(1) 局長の権限の代決 

局長が不在のときは、

その事務を担当する参事 

 

(2) （略） 

(2) 地域機関（地域振興局を除く｡)の代決の順序 

区分 代決の順序 

（略） 

放射線監視センタ

ー 

保健所（新発田保

（略） 
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健所、三条保健所、

長岡保健所、南魚

沼保健所及び上越

保健所を除く｡) 

福祉事務所 

保健環境科学研究

所 

食肉衛生検査セン

ター 

 

 

新潟学園 

家畜保健衛生所 

流域下水道事務所 

（略） 

   

健所、三条保健所、

長岡保健所、南魚

沼保健所及び上越

保健所を除く｡) 

福祉事務所 

保健環境科学研究

所 

食肉衛生検査セン

ター 

コロニーにいがた

白岩の里 

新潟学園 

家畜保健衛生所 

流域下水道事務所 

（略） 
 

 


